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1. はじめに 

 内閣府の被害想定では都市直下地震を想定した住宅

の経済損失額は明らかになっているが，地域全体で不

足する住宅再建費用については明らかになっていない．

さらに，集合住宅では戸建住宅に比べ多額の費用が必

要となることから，従来の災害を教訓として制定され

た財政支援制度が再建費用に対して効果を発揮しない

ことが懸念される． 

本研究は，都心直下地震が発生した際に不足する住

宅再建費用を明らかする．さらに，再建に不足する費用

を軽減するために耐震化と財政支援制度の調整に着目

し，効果を分析する．それらの結果をふまえ，集合住宅

の割合が大きい都市構造に適応した財政支援制度を検

討する． 

2. 住宅再建費用の算出と評価 

2.1 再建費用及び各種財政支援額の算出手法 

 本研究では評価対象を東京都とし，評価対象物は住

宅とする．坂場ら 1)に倣い 500mメッシュ単位の住宅種

類別構造別年代別の世帯数データを作成する．建物資

産額の算出は国税庁の「損失額の合理的な計算方法」2)

に倣う．震源断層は立川断層帯とし，地震動評価には

Morikawa & Fujiwara 3)による手法を用いる．住宅再建を

評価するための被害関数は，集合住宅の再建方法を考

慮した坂場ら 4)のイベントツリーをもとに，熊本地震の

アンケート 5)を用いて生起確率を設定する． 

以上より住宅再建に必要な費用を算出すると共に，

被災者生活再建支援制度及び地震保険の財政支援制度

を考慮し，住宅再建に不足する費用を算出する． 

2.2 再建費用及び各種財政支援額の算出結果 

住宅再建費用は 15 兆 9994 億円となり，内訳は集合

住宅で約 63%，戸建住宅で約 37%である．財政支援割

合は図-1 に示すとおりである．被災者生活再建支援金

（以下，支援金とよぶ）は 1 兆 4126 億円となりこの額

は再建費用に対して約 9%になる．集合住宅においては

7426億円で再建費用の約 7%になり，戸建住宅では 6700

億円で約 11%になる．東日本大震災における支援金総

額が約 3662 億円であり，約 3.9 倍の支援額が必要とな

る．現在の被災者生活再建支援制度の基金は，近年の災

害の多発によって 2050億円にまで減少していることか

ら，基金不足になる可能性が高い．支払保険金は 2 兆

1356 億円となり，この額は再建費用の約 13%である．

集合住宅では 1 兆 397 億円で再建費用の約 10%を，戸

建住宅では 1 兆 958 億円で約 18%になる．東日本大震

災における支払保険金の総額は 1 兆 2167 億円であり，

この額と比較すると約 1.8 倍となる．このことから，民

間保険会社の準備金が著しく減少するとともに再保険

スキームにより政府は 1 兆円以上の支払いが必要とな

る． 

被害区分ごとの集合住宅と戸建住宅の再建費用及び

財政支援割合を図-2，図-3 に示す．支援金と保険金の

どちらにおいても，戸建住宅に比べ集合住宅の財政支

援割合が低いことがわかる．これは集合住宅では共有

部の再建も必要なため，戸建住宅に比べて建物資産額

が大きいためである．また，集合住宅においては一部損

～半壊にかけても再建費用が大きい．現状として集合

住宅における共用部の地震保険の加入率の低さが財政

支援割合の低さにつながっている．上記の結果を踏ま

えると，集合住宅の割合が大きい東京都は，現状の財政

支援制度では，早期の住宅再建には課題が残る．  
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図-1 財政支援割合 
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図-2 集合住宅における割合 

 

3. 耐震化における効果分析 

3.1 耐震効果の算出手法 

 集合住宅の再建に不足する費用を軽減する対策の一

例として耐震化があげられる．東京都では耐震改修計

画を策定しており，令和 7 年度までに耐震性が不十分

な住宅をおおむね解消することを目標としている．総

世帯数における新耐震基準法（1981 年）を満たす世帯

数は 79%である．平成 27 年時点では 83.8%の住宅が耐

震化されている 6)．本研究は，住宅が 1981 年以降の基

準と同等の性能まで耐震化されたことを想定して，耐

震化率 79%，83.8%，95%，100%の場合を分析する． 

3.2 耐震効果の算出結果 

 耐震化を行った際の再建費用の効果について，図-4

に示す．平成 27 年時点では耐震化を考慮しない場合に

比べて集合住宅は 4263億円の再建費用軽減が見込める．

また，令和 2 年度時点の目標である耐震化率 95%を達

成した場合，集合住宅は 1 兆 4082 億円の軽減が見込ま

れる．全ての建物が新耐震基準相当になった場合は，集

合住宅で 1 兆 8457 億円軽減される．耐震化率 79%と耐

震化率 95%を比較した際の集合住宅の被害区分別の再

建費用を図-5 に示す．集合住宅は全壊で 23.8%，大規

模半壊で 18%，半壊で 13.5%，一部損壊において 0.1%，

全体で 14%再建費用が軽減した．損傷度が大きい区分

では再建費用の軽減率が大きい．このことから全壊や

大規模半壊などの被害が大きい区分に対して，耐震化

は効果的である．支援金は 1558 億円で 21%軽減され，

支払保険金は 1703億円で 16%軽減される．しかし，1980

年以前の集合住宅が完全に耐震化されても不足費用は

依然として大きく，耐震化だけでは対策が不十分であ

るため，財政支援制度の改善と組み合わせる必要があ

る．耐震化により軽減された支援金及び支払保険金を

損傷度の大きい世帯に拡充することにより，更なる支

援効果の向上を図る必要がある． 

4. おわりに 

 本研究において，都心直下型地震を対象とした住宅

再建費用及び各種財政支援制度の効果を分析し，集合

住宅における課題を明らかにした．また，住宅の耐震化

の効果を定量的に示した．今後の研究として，この耐震

化効果をふまえ，住宅再建に不足する費用を軽減する

ために財政支援制度を調整し効果的な財政支援策を検

討する． 
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図-3 戸建住宅における割合 
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図-4 耐震化による集合住宅の再建費用軽減効果 
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図-5 集合住宅の被害区分別軽減率 

0.1%減
13.5%減

18%減

23.8%減

0

1

2

3

4

78% 95% 78% 95% 78% 95% 78% 95%

一部損壊 半壊 大規模半壊 全壊

住
宅
再
建
費
用
（
兆
円
）

耐震化率

Ⅳ-19 第47回土木学会関東支部技術研究発表会


